
自治事務 法定受託事務

■職員■一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※令和６年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

本事業の
主な業務

文化作品展　・ふれあいスポーツ大会　

要約筆記奉仕員派遣委託・手話通訳派遣委託

相談支援事業委託　・地域活動支援センター事業委託

日常生活用具給付費の給付　・移動支援事業費の給付

訪問入浴サービス費の給付

理解促進研修　・啓発事業

決算額

国支出金

執行体制

項 目

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

0

日中一時支援事業費の給付

自動車改造事業　・自動車運転免許取得事業

徘徊検索システム事業

住宅改修事業

自発的活動支援事業

成年後見制度利用支援事業

事
業
費 地方債

年度別計画

0

地域生活支援事業の実施 地域生活支援事業の実施 地域生活支援事業の実施

152,991,000

128,289,499

150,665,000 136,931,000

83,490,920

31,796,000

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

137,947,952 135,367,377

11,883,032 8,410,674

1.51

事務事業評価表
１．基本事項

1.05 1.41

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

地域生活支援事業

障害者が住み慣れた地域で安心して自立した生活が送ることができるよう、社会参加の促進を図る。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

理解促進研修・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支援事業、成年後見制度利用支援事業、意思疎通支援事業、日
常生活用具給付等事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業等を実施する。

成果
※何を求めるか

住み慣れた地域の中で、自立した日常生活または社会生活を営むことができる。

中項目 3 地域で支え合って生活できるまちづくり

0

事務事業

3

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

137,653,000

28,370,000 27,442,000

128,289,499

区分

大項目

小項目

1

障害者総合支援法における市町村事業として必要なサービスを提供するものである。

県支出金 14,204,000 13,843,000 12,454,000 16,012,000

社会福祉総務費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

24,895,000

社会福祉費

身体・知的・精神障害者（児）

0

166,379,677

13,388,677

1.57

85,671,703

0

126,956,703

令和5年度 令和6年度

139,882,859

11,593,360

令和07年06月20日(金)

令和9年度

障害者総合支援法、深谷市地域生活支援事業実施要綱

■ □

90,940,499 105,183,000

障害福祉課 担当係 給付係 管理番号 26146地域生活支援事業

健康でいきいきと暮らせるまち

障害者福祉の推進

令和7年度

民生費

126,064,920

地域生活支援事業の実施

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計



・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

成果指標３

目標値

実績値

区分

地域生活支援事業扶助費分事
業費

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

地域生活支援事業扶助費以外
事業費

社会参加促進事業数

目標値

実績値

地域生活支援事業利用者延べ
人数（扶助費分）

地域生活支援事業利用者延べ
人数（扶助費以外）

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

社会参加促進事業参加者数

成果指標２

３．評価指標

令和
4年度

令和
5年度

評価評価の観点区分

6,977.007,034.00

2.00 2.00
事業

活動指標２

活動指標３

単
位

百万
円

成果指標１

10,090.00 10,904.00

実績値の算出式

実績値

目標値

令和
9年度

　社会参加促進事業では、新型コロナウィルスの影響により、ふれあいス
ポーツ大会に変えて、福祉健康まつりにおいて障害のある人も参加し楽し
むことができるよう工夫されたスポーツ体験教室を合同開催した。その結
果、文化作品展と合わせて２事業実施することができた。

目標値の設定は適当ではない。　/　扶助費分の利用者延人数

実績値の算出式

60.37 64.68 66.59

8,063.00

2.00

人

人

実績値

目標値

実績値

目標値

令和
6年度

評価者 給付係長　茂木 徹也

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

　「障害者及び障害児が基本的人権を享受する個人としての尊厳にふさわ
しい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者
の状況に応じ、柔軟な形態により事業を効果的・効率的に実施する」とい
う地域生活支援事業の事業内容に即し、各種事業を実施した。

B

A

　地域生活支援事業について、適切に行うことができた。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 給付係長　茂木 徹也

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

現在実施している事業を継続していくことを目標とする。　/　実施した事業の数

2.00

2.00 2.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

申請に基づき給付するため、目標値の設定は適当ではない。/地域生活支援事業の扶助費分

目標値の設定は適当ではない。　/　スポーツ大会、作品展参加者数

1,710.00 1,103.00 1,246.00
人

10,650.00

令和
7年度

令和
8年度

62.28

目標値の設定は適当ではない。　/　扶助費以外の利用者延人数

百万
円

65.69

申請に基づき給付するため、目標値の設定は適当ではない。　/　地域生活支援事業の扶助費以外分

61.70


